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（午後２時００分 開会） 

○越山部会長 それでは、時間になりましたので、第２回東京都消費者教育推進協議会を開催させて

いただければと思います。 

 最初に事務局のほうから定足数の報告と配付資料の確認をお願いいたします。 

○企画調整課長 企画調整課長の白石です。よろしくお願いいたします。 

 本日の出席状況でございますが、当協議会は委員６名と専門員３名で構成されております。本日は、

委員５名、専門員２名の御出席をいただいておりまして、委任状が１通ございます。東京都消費生活

対策審議会運営要綱第８に定めます、委員の半数以上の出席という開会に必要な定足数に達しており

ますことを御報告いたします。 

 なお、本協議会は東京都消費生活対策審議会運営要綱第１１により、公開とさせていただき、議事

録につきましても公開する予定ですので、御了承いただければと思います。 

 次に、本日の資料を確認させていただきます。 

 机上には、会議次第、続きまして座席表、その後に、資料１としまして、委員名簿がございます。

こちらの資料の裏面には、資料２としまして、幹事・書記名簿がございます。 

 なお、本日は、ペーパーレスの取組を推進するため、資料３以下につきましては、タブレット内に

御用意しております。 

 このほか机上には、資料に関するパンフレットと「東京都消費生活基本計画」の冊子を置かせてい

ただいております。不足している資料がございましたら、お知らせください。 

 続きまして、タブレット内の資料の確認をお願いいたします。お手元のタブレットを御覧ください。

資料３から資料６、さらに参考資料１としまして、「東京都消費生活基本計画の取組実績」の資料が

ございます。全ての資料が入っていることを御確認いただければと思います。 

 続きまして、タブレットの使用方法を御説明いたします。例えばこちらの資料３「東京都消費生活

基本計画における消費者教育に関する施策一覧」、こちらをタップいただけますでしょうか。そうい

たしますと、資料が開きます。こちらの画面を右から左にスライドしていただきますと、次のページ

が御覧いただけます。また、画面表示を拡大したい場合は、画面にタッチいたしまして指を広げてい

ただければ拡大表示が御覧いただけます。こちらの資料を閉じる場合は、左上のファイル一覧を押し

ていただきますと、元の画面に戻ります。 

 御不明な点がございましたら、職員が周りにおりますので、お声がけください。よろしくお願いい

たします。 

○越山部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 まず、本日の審議の進め方につきまして、事務局のほうから説明を受けたいと思います。それでは、

お願いいたします。 

○企画調整課長 それでは、説明させていただきます。 

 東京都では、東京都消費生活基本計画に基づきまして施策を推進しております。消費者教育に関し

ましては、計画の５つの政策の柱のうち、政策の４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及に位
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置づけまして、主体的に選択・行動ができる消費者に向けた消費者教育の推進、持続可能な社会の形

成に貢献する消費行動の促進の２つの施策の方向性に基づき、取組を進めていくこととしております。

本日の協議会では、消費生活基本計画に基づく消費者教育に関する施策につきまして、今年度の取組

実績と来年度の取組予定について御報告をさせていただきます。 

 また、本協議会は、消費者教育推進法に基づき設置しております。消費者教育の総合的・体系的か

つ効果的な推進に関して、情報交換及び調整を行いまして、本協議会の意見を踏まえ、施策を推進し

てまいります。委員の皆様からは、消費者教育に関して専門的なお立場からの御意見をいただければ

と存じます。よろしくお願いいたします。 

○越山部会長 ただいま説明がございましたとおり、本日は、消費生活基本計画における消費者教育

に関する施策に関して、本年度の取組状況・実績、それから来年度の取組予定について報告を受け、

委員の皆様方から御意見をいただければと思っております。 

 それでは、事務局のほうからお願いいたします。 

○企画調整課長 それでは、タブレット内の資料３「東京都消費生活基本計画における消費者教育に

関する施策一覧」を御覧ください。 

 消費者教育に関する施策につきましては、主に消費生活基本計画の政策４ 消費者教育の推進と持

続可能な消費の普及が該当しておりますが、政策１の消費者被害の未然防止と拡大防止にも関連する

施策がございます。こちらの資料３には、消費者教育に関する施策を一覧にまとめております。なお、

一番左の施策番号につきましては、本日お手元にお配りしております閲覧用の「東京都消費生活基本

計画」、こちらの１１２ページの政策４の消費者教育の推進と持続可能な消費の普及の施策名に書い

てあります、施策番号と対応しております。政策１の消費者被害の未然防止と拡大防止につきまして

は、この計画の９６ページの施策の番号と対応しております。 

 今年度につきましては、昨年の協議会でいただいた御意見を踏まえまして、当局だけではなくて、

消費者教育に関係する局も含めた消費者教育に関する施策について取組状況を確認しております。 

 タブレット内にございます参考資料１「東京都消費生活基本計画の取組実績」、こちらに関係局を

含めた施策の調査票を掲載しております。 

 なお、本日は、事業数が多くございますので、当局事業を中心に資料４で今年度の取組実績を、資

料６で来年度の取組予定について説明いたします。また、昨年９月に、東京都消費生活対策審議会か

ら、成年年齢引下げを踏まえ若年者の消費者被害を防止するために都が進めるべき消費者教育につい

て答申をいただいております。本答申を踏まえた取組の実施状況についても、あわせて御説明させて

いただきます。 

 それでは、初めに、資料４を御覧ください。こちらの資料には、政策４の施策としまして１９施策、

政策１の施策としまして６施策の合計２５施策について、今年度の取組実績をまとめております。 

 左から施策番号、施策名、令和元年１２月末時点の取組実績、右端には、平成３０年１２月末時点

の実績を記載しております。資料の中で、答申の方向性を踏まえた取組につきましては、ゴシック体

で記載をしております。 

 また、本日は、各施策の実績報告とあわせまして、印刷物や動画などもあわせて御紹介させていた
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だきます。 

それでは、初めに、政策の４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及でございます。 

 施策番号の４－１－１、消費者教育推進協議会の運営につきましては、本日協議会を開催している

ところですが、都では、本協議会の意見を踏まえまして、消費者教育に関する施策を推進してまいり

ます。また、都における消費者教育を一層推進していくためには、消費生活部門と学校教育部門が継

続的に連携していく必要がございます。そのため、今回の答申を踏まえまして、定期的な情報共有や

意見交換を行うための会議体を新たに設置することとしました。正式な設置につきましては、来年度

４月を予定しておりますが、成年年齢の引下げまで時間がないことから、準備会議を８月と２月の２

回開催をしております。会議では、答申の記載内容に関する検討状況や成年年齢引下げに向けた消費

者教育の取組状況について、情報共有を図るとともに、事業の効率的な実施に向けた意見交換などを

行っております。 

 続きまして、４－１－２、ライフステージに応じた消費生活の提供になりますが、こちらにつきま

しては、世代により情報収集する媒体が異なることを踏まえまして、高齢者を主な対象として、紙媒

体の「東京くらしねっと」を発行しております。また、若者向けには、ホームページ「東京くらしＷ

ＥＢ」に「サッと読める、ちょっとお耳に入れたい話」を掲載するとともに、あわせてインターネッ

ト広告も実施するなど、効果的な情報提供に取り組んでおります。また、都内全高校の２年生を対象

に、悪質商法の手口やエシカル消費に関連するラベル、相談窓口の紹介など消費生活に関連した情報

を幅広く掲載した啓発ノートを配布しております。本日はお手元に、「東京くらしねっと 令和２年

１・２月号」をお配りしております。今月の話題として、金融商品を取り上げ、注意すべきポイント

などについて紹介をしております。 

 続きまして、４－１－３、高等学校における消費者教育の推進になります。若年者の契約トラブル

に関する消費者教育教材の開発や東京都消費生活総合センターの教材について、教員への周知を図る

ほか、今年度は、都立高校３校を消費者教育推進校に指定しまして、国が作成した「社会への扉」を

活用した消費者教育の取組を進めております。また、公開のモデル授業を７回実施しております。都

立高校の教員を対象に、消費者教育推進校の取組を周知する成果報告会を来月３月に開催する予定と

なっております。このほか、各教科の授業や特別活動で活用する生徒用リーフレットを作成しており

ます。 

 続きまして、４－１－４、小・中学校における消費者教育の推進につきましては、区市町村教育委

員会を対象とした消費者教育推進委員会を年３回開催しておりまして、東京都消費生活総合センター

や東京都教育委員会の消費者教育に関わる主な事業について情報提供を行っております。また、消費

者教育を中心とした「法」に関する教育推進校を３区市で８校指定しておりまして、指導内容や指導

方法の研究開発を行っております。 

 続きまして、４－１－５、消費者教育に携わる教員への支援になります。こちらでは、教員のため

の消費者教育講座を夏休みの時期に実施をしております。このうち４回については、成年年齢引下げ

をテーマに実施しております。また、教員向けの消費者教育情報提供誌「わたしは消費者」を年４回

発行しております。本日お手元には、教員のための消費者教育講座の案内と消費者教育情報誌「わた
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しは消費者」をお配りしております。「わたしは消費者」では、消費生活総合センターで作成した教

材を使用した公開モデル授業などについて取り上げております。 

 続きまして、４－１－６に移らせていただきます。学生・生徒向けの消費生活講座になります。学

生・生徒を対象としまして、都内の学校に東京都消費者啓発員、いわゆるコンシューマー・エイドを

派遣する出前講座や大学の落語研究会や社会人ボランティアの協力を得まして、悪質商法の手口や実

態、その対応策をわかりやすく伝える出前寄席を実施しております。また、ＰＴＡや保護者を対象と

した出前講座なども行っております。実績につきましては、記載のとおりでございます。 

 続きまして、４－１－７、多種多様なテーマ・手法による消費生活講座になります。ただいま御説

明しました出前講座・出前寄席を広く実施しておりますが、特に介護施設など高齢者が多く集まる場

所におきまして、積極的な出前講座・出前寄席を実施しております。このほか「衣・食・住」に関連

した日常生活に役立つ知識を学ぶ「実験実習講座」や地産地消、食品ロスの削減などを学ぶ「食育講

座」、小学生向けをテーマとした「親子夏休み講座」を実施しております。実績につきましては、記

載のとおりでございます。 

 続きまして、４－１－８、事業者等による消費者教育の促進でございます。事業者のニーズを踏ま

えまして、企業の新入社員や中堅職員向けの出前講座を実施しております。 

 少し飛びまして、４－１－１０に移らせていただきます。事業者団体等との連携による消費生活講

座になります。今年度は、教育機関、企業、市民活動団体と連携しまして、ＩｏＴ、ＡＩ、キャッ

シュレスをテーマとしたシンポジウムを１１月に開催いたしました。また、東京都金融広報委員会様

と連携をしまして、今求められる金融教育をテーマとした消費生活講座を７月に開催しております。

こちらは、落語と講座の２部構成となっておりまして、暮らしに身近な金融や消費生活に関する知識

を学んでいただきました。お手元には、こちらのシンポジウムと消費生活講座のパンフレットをお配

りしております。 

 続きまして、４－１－１１、区市町村における消費者教育推進の支援になります。区市町村が実施

をする消費生活展等におきまして、啓発グッズの提供やパネル・着ぐるみの貸し出し、イベント集客

のための広報協力を実施しております。また、消費生活行政担当職員の職務に係る知識や実務能力の

向上を図るための研修なども行っております。このほか、消費者問題マスター講座に「区市町村優先

枠」を設けるといった取組なども行っております。 

 続きまして、４－１－１２、区市町村における消費者教育推進体制の整備等への支援になります。

今年度、区市町村における消費者教育に関する取組状況について、アンケート調査を行いました。調

査の結果、区市町村において、消費者教育に関しましては、ほぼ全ての自治体で実施をしておりまし

たが、推進に当たっては、教育部門など他部門との連携が十分でない、あるいは予算がないといった

課題が挙げられています。また、都への意見・要望では、情報提供の充実や教材の提供、作成支援な

どが寄せられております。また、消費者教育推進協議会、消費者教育推進計画については、策定しな

い理由として、８割の自治体が人員不足を挙げております。また、半数の自治体では、他の自治体の

先行事例の紹介を求めていることから、今年度の区市町村課長会におきまして、先行自治体の事例を

紹介いたしております。今回の調査結果を踏まえて、区市町村の支援について今後検討してまいりま
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す。なお、アンケート調査の結果につきましては、資料５に掲載をしております。 

 続きまして、４－１－１３、地域における消費者教育の担い手の育成になります。消費生活総合セ

ンターにおきまして、地域や職場などで消費者教育の推進について、中心的な役割を担う人材の育成

を目的としました消費者問題マスター講座を実施しております。 

 続きまして、４－１－１４、消費者教育教材の作成になります。今年度は、成年年齢の引下げを見

据え、平成３０年度に改訂をしました高校生向けのＷｅｂ版消費者教育読本を使用しまして、私立高

校において公開のモデル事業を実施しております。また、都立高校の校長の研修会では、内容や操作

方法について解説を行っております。なお、新しい消費者教育用教材につきましては、来月、３月に

公表予定となっております。 

 続きまして、４－１－１７、消費者団体との協働事業になります。消費者団体と東京都による協働

事業であります消費者月間事業を共催で実施しております。今年度は、「誰もがくらしやすい未来

へ」をテーマに、メインシンポジウムや新宿駅西口広場での交流フェスタ、多摩、大田、八王子会場

での講演会やワークショップなどを行っております。本日は、このうち交流フェスタとメインシンポ

ジウムのパンフレットをお配りしております。交流フェスタでは、「くらし」や「環境・エシカル」、

「食」など六つのテーマで、パネル展示やクイズラリーなどを行うほか、フードドライブも昨年に引

き続き実施をしております。 

 続きまして、４－１－１８、計量に関する周知活動と教育の推進になります。軽量制度の普及啓発

を図る取組としまして、１１月１日の計量記念日に「都民計量のひろば」を開催しております。また、

関係機関や区市町村が主催いたします消費生活展などのイベントに参加しまして、普及啓発を行って

おります。夏休みには、小学生向けのイベントとしまして「親子はかり教室」を実施しております。 

 続きまして、（２）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進に移らせていただきます。 

 ４－２－１、エシカル消費の理解の促進になります。今年度は、若者への実践的な普及啓発としま

して、都内７４大学１０１キャンパスにおきまして、普及啓発グッズ及びチラシの配布、またポス

ターの掲出やＰＲ動画の放映などを行っております。本日は、お手元に大学に配布しました普及啓発

グッズとチラシをお配りしております。 

 まず、普及啓発グッズについて御説明します。こちらの白い紙袋を開けていただきますと、中にヒ

ノキのスマホスタンドが入っています。こちらは、国産ヒノキの間伐材から作られております。この

グッズの袋詰めの作業は、被災地や社会福祉施設で行っております。 

 続きまして、こちらのチラシになりますが、ＦＳＣ認証紙を利用しております。エシカル消費をわ

かりやすく紹介するほか、少し工夫を凝らしておりまして、このチラシをグリーンのラインで折り込

んでいただきますと、文庫本のカバーになります。こちらのグッズとチラシをセットで１０万セット、

都内の大学に配布をいたしました。 

 このほかＰＲ動画を都政広報番組内のテレビＣＭや街頭ビジョンなどで放映したほか、ＹｏｕＴｕ

ｂｅやＩｎｓｔａｇｒａｍで動画広告を配信しております。今年度は、Ｉｎｓｔａｇｒａｍを中心に

配信を行いまして、最終的にＹｏｕＴｕｂｅやＩｎｓｔａｇｒａｍ合計の視聴回数は、８６万回と

なっております。また、ホームページ「東京くらしＷＥＢ」には、ＰＲ動画や身近な行動例、ラベ
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ル・マークの情報に加えまして、今年度、区市町村のイベント情報や有識者の方のコラムを掲載する

など、内容の充実を図っております。 

 このほか都政広報番組や情報誌等で、エシカル消費の普及啓発に係る東京都の取組を紹介したり、

教員向けの消費者教育講座や消費者問題マスター講座において、エシカル消費をテーマとして取り上

げております。また、区市町村実施の消費生活展や庁内各局のイベントなどでも、先程のグッズやチ

ラシを配布しております。 

 なお、今年度実施をしております都民の消費生活に関する意識調査の中で、エシカル消費の認知度

について調査を行いました。本日報道発表をしておりますが、全世代におけるエシカル消費の認知度

は、知っているという方が１０．７％、言葉を聞いたことがあるという方が２３．３％、全体として

は、３割を超える方がエシカル消費の言葉について聞いたことがあるという結果が出ております。 

 続きまして、政策１、消費者被害の未然防止と拡大防止に移らせていただきます。 

 １－１－１、ホームページ「東京くらしＷＥＢ」等による消費生活情報の総合的な提供になります。

今年度もホームページと連動したＳＮＳによる情報発信を行ってまいりました。また、外国人向けに

英語・中国語・韓国語による消費生活トラブルに係る相談事例集を公開しております。大学・専門学

校に向けては、学生への注意喚起情報をメールマガジンにより配信しておりますが、今年度は、学校

教員に向けて学生への注意喚起情報をメールマガジンにより配信する取組を新たに開始いたしました。 

 続きまして、１－１－２、対象や連携先の異なる多様な消費者被害防止啓発になります。高齢者の

悪質商法被害防止キャンペーンを９月に今年も実施しております。啓発用のポスターやリーフレット

の配布、交通広告の実施、広報誌への広告掲載、高齢者被害特別相談などを集中的に実施しておりま

す。 

 また、若者の消費者被害の防止に向けては、学校教育に加えまして、生徒が自発的に消費生活問題

について考える取組もあわせて進めていくことが効果的であることから、生徒自身に働きかけ、気づ

きを促す参加型の事業を今年度新たに実施しております。本日はこの事業について御紹介させていた

だきます。 

 お手元にお配りしているチラシを御覧いただきたいと思います。「あなたの投稿ショートストー

リーをドラマ化、現代ＴＯＫＹＯ怖話」というチラシになります。こちらの事業では、まず、中学・

高校生などの若者から消費生活をテーマとした短編動画のシナリオを募集いたします。裏面にスケ

ジュールが記載されておりますが、７月から１０月にかけて、このショートストーリーを公募いたし

ます。その後１１月に、その中から優秀１０作品を公開いたしました。さらに、この作品をもとに今

度は、動画を公募いたしました。２月には、優秀１０作品のショートストーリーの中から最優秀作品

をまず１作品決定をいたします。この１作品については、これを原作にプロがドラマ化をした動画を

公開いたします。あわせて、公募で募集した動画の最優秀作品も公開を行うというスケジュールに

なっております。次の資料は、昨日報道発表しました受賞作品決定の報道資料になります。ショート

ストーリーにつきましては、脱毛エステをテーマとしました作品が最優秀作品に決定いたしました。

タイトルは、「女の子の悩みにつけ込む悪い罠」、作者は岩藤さんになります。公募動画につきまし

ては、架空請求トラブルをテーマとした作品が最優秀作品に決定いたしました。タイトルは、「僕と
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スマホとあのサイト」、作者は伍長さんになります。ショートストーリーにつきましては、この最優

秀作品をもとにプロがドラマ化した動画を作成しましてあわせて公開しております。 

 プロによるドラマ化した動画については裏面に説明がございます。今回は、ＳｉｄｅＡ、Ｓｉｄｅ

Ｂ、この２つで構成されています。ＳｉｄｅＡが最優秀作品のシナリオを再現したドラマになってお

りまして、消費者である大学生のさとみの視点から描かれたドラマになっております。一方、Ｓｉｄ

ｅＢは、それと対角にあるエステティシャンである、あすみの視点から描かれたドラマになっており

ます。 

 本日は、昨日公開いたしました、この「現代ＴＯＫＹＯ怖話動画」のＳｉｄｅＡ、ＳｉｄｅＢ、そ

れから公募動画の最優秀作品を御覧いただければと思います。動画につきましては、前方のスクリー

ンに投影いたします。 

（動画再生） 

○企画調整課長 次に、ＳｉｄｅＢを御覧ください。 

（動画再生） 

○企画調整課長 続いて、公募動画を御覧ください。 

（動画再生） 

○企画調整課長 以上、３本になります。 

 今後、ドラマ出演者のＳＮＳを通じた情報発信やＹｏｕＴｕｂｅ広告、岡田結実さんに本事業のア

ンバサダーをお願いしておりまして、ＳＮＳを通じた若者への呼びかけを行っていただくことになっ

ております。 

 資料に戻りまして、１－１－２では、このほかに、若者向けの悪質商法被害防止キャンペーンを本

年１月から３月に実施をしております。啓発用ポスター・リーフレットの配布や交通広告の実施、啓

発動画の作成・配信、着ぐるみを活用した広報に加えまして、特別相談なども実施する予定となって

おります。 

 本日は、今年度作成しました若者向け啓発用動画を御覧いただきたいというふうに思っております。

タレントのぺえさんに御出演いただきまして、悪質商法の被害防止を呼びかけていただいております。

それでは、動画を御覧ください。 

（動画再生） 

○企画調整課長  

 こちらの動画につきましては、インターネットで公開をするほか、ＳＮＳを活用した動画広告、都

営地下鉄や山手線での交通広告を行う予定です。また、街頭ビジョンや自動車学校などでも今後放映

の予定です。 

 続きまして、１－１－８、ヒヤリ・ハット調査を基礎とした潜在危険の情報提供になります。今年

度は、「帰省先などの自宅とは異なる住まいでの乳幼児の危険」をテーマとしたインターネットアン

ケートの調査から収集した事例をもとに、「乳幼児の事故防止ガイド」を作成いたしまして、都内の

保育所、幼稚園、保健所等へ４万５，０００部配布しております。あわせてホームページにも掲載を

行っております。皆様のお手元には、この「ヒヤリ・ハットレポート」の１６号をお配りしておりま
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す。 

 続きまして、１－１－９、子供の事故防止に向けた情報発信・普及啓発になります。子育て世代が

多く集まる各種イベントや東京消防庁の防災館、区市町村が開催する消費生活展と連携いたしまして、

模型やパネル等の展示を実施しております。また、事故事例に事故防止メッセージを加えた動画を作

成いたしまして、ＹｏｕＴｕｂｅやホームページに掲載しております。このほか、子育て支援団体と

共催で、安全に配慮した商品のＰＲや普及を目的とした「セーフティグッズフェア」を実施しており

ます。 

 本日は、スマートフォンでの低温やけどに関する注意喚起動画を今年度作成いたしましたので、こ

ちらの動画を御覧ください。 

（動画再生） 

○企画調整課長 

 続きまして、（２）見守りによる消費者被害の防止と早期発見になります。 

 １－２－３、高齢者等の消費者被害を防止するための見守り人材の育成になります。ホームヘル

パーやケアマネジャー等の介護事業者や民生・児童委員、地域の高齢者見守りネットワークの関係者

など、高齢者を見守る立場の人を対象に、高齢者が遭いやすい被害の早期発見、悪質商法の特徴、見

守りのポイントなどを内容とした出前講座を実施しております。 

 続きまして、１－２－４、民間事業者と連携した高齢者の消費者被害の防止になります。運送事業

者や宅配事業者、生活協同組合など、直接高齢者宅を訪問する事業者と連携いたしまして、高齢者世

帯に悪質商法被害に関するリーフレットを届け、注意喚起を促す取組を行っております。９月から１

２月の間、約１５万６，０００部のリーフレットを配布しております。本日、お手元にリーフレット

をお配りしております。「東京都からのお知らせ 悪質商法が狙っている」というこちらのリーフ

レットになりますが、この表紙の青い地に黄色い文字で消費生活総合センターと消費者ホットライン

の電話番号が記載されていますが、こちらはシールになっております。剥がしていただいて、冷蔵庫

などの目立つところに貼っていただければと考えております。 

 以上が、今年度の取組の実績になります。 

 続きまして、令和２年度、来年度の取組予定につきまして御説明いたします。 

 資料６をお開きください。来年度の事業につきましては、令和元年度の継続事業が多くありますの

で、新規、拡充事業を中心に御説明いたします。 

 まず、政策の４、消費者教育の推進と持続可能な消費の普及でございます。 

 ４－１－１、消費者教育推進協議会の運営になります。準備会議としまして、今年度開催しており

ました消費者教育推進庁内連絡会議を来年度に新たに設置をいたしまして、消費者教育の一層の充実

を図ってまいります。 

 続きまして、４－１－３、高等学校における消費者教育の推進になります。今年度は、消費者教育

推進校を指定しまして、「社会への扉」を活用した消費者教育の取組を進めてまいりましたが、来年

度は、全都立高校で実施をしていく予定となっております。 

 ４－１－５、消費者教育に携わる教員への支援になります。学校現場とも連携を図りながら消費者
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教育の推進を担う「東京都版消費者教育コーディネーター」を来年度、消費生活総合センターに新た

に配置をいたします。 

 ４－１－６、学校・生徒向けの消費生活講座になります。若者への消費者教育には、家庭における

消費者教育も重要であることから、ＰＴＡ、保護者等を対象とした出前講座の充実を図ってまいりま

す。 

 ４－１－１２、区市町村における消費者教育推進体制の整備等への支援になります。今年度実施し

ました消費者教育に関する取組状況調査結果を踏まえまして、区市町村の実情に合った支援策を検討

してまいります。また、区市町村における消費者教育コーディネーターの設置に向けた支援もあわせ

て行ってまいります。 

 続きまして、４－２－１ エシカル消費の理解の促進になります。今年度は、大学キャンパスにお

いて普及啓発を実施いたしましたが、来年度は、スーパーマーケットなどの消費の場や若者が多く集

まるイベントにおきまして、体験型の普及啓発を実施していく予定でございます。 

 続きまして、政策の１、消費者被害の未然防止と拡大防止に移らせていただきます。 

 まず、１－１－１、ホームページ「東京くらしＷＥＢ」等による消費生活情報の総合的な提供にな

ります。若者など消費生活情報に関心が薄い層に向けた情報発信を強化するために、ソーシャルメ

ディア広告を実施してまいります。また、若者の情報入手の実態やニーズを把握し、今後の効果的な

情報発信に反映させていくため、１８歳、１９歳の若者を対象としたヒアリング調査を実施します。 

 １－１－２、対象や連携先の異なる多様な消費者被害防止啓発になります。今年度実施いたしまし

た若者参加型の事業につきまして、来年度は、若者からラジオＣＭのコピーを公募しまして、優秀作

品については、ラジオＣＭとして放送するとともに、映像作品を作成、配信しまして、プロモーショ

ンも展開していく予定となっております。 

 説明は以上になります。よろしくお願いいたします。 

○越山部会長 どうもありがとうございました。内容が盛りだくさんですが、是非いろいろ御意見い

ただければと思っておりますが、少しずつ区切って進めさせていただければと思います。 

 まず、お手元の資料３、４、５は、政策４に関連する箇所であり、その中の（２）にはエシカルの

お話が含まれます。さらに、政策１の消費者被害の未然防止に関する箇所もございます。 

 ここでは、まず、本年度の事業、すなわち資料３と４ですね、３と４と５、このあたりにつきまし

て、御質問、御意見などを順次賜れればと思います。 

 最初に、資料３の政策４、その（１）持続可能な消費生活に関する箇所ですね、主体的に選択・行

動ができる消費者に向けた消費者教育の推進、このあたりについて御議論いただければと思います。

ここには、成年年齢引下げに関する点が含まれますので、そのあたりについても、是非御忌憚のない

御意見等をいただければと思います。いかがでしょうか。 

 今回の取組の中には、高校生向けの消費者教育の推進指定高校を３つ指定したモデルケースという

試みをやってみて、その中から来年度以降、全校にわたった消費者教育の効果的な方法を探っておら

れたというような報告もございます。それを踏まえて、本年度は、全高校にそれを波及させる方向性

も示されています。そのあたりでも結構です。いかがでしょうか。 
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 資料４の２ページには、小・中学校の消費者教育のテーマとして、「法律」が入っています。この

法律も、昨年度は、３区市８校を指定してモデル校としてトライアルをやっていただいたというふう

に書いてございます。この法律といっても、非常に範囲が広いので、どの辺のあたりのことをどうい

うふうに教育しようとしているのかなとかいうような部分も含めまして、御質問等あるんじゃないか

なと思いますが、いかがでしょうか。 

 はい、お願いします。 

○阿部委員 よろしくお願いいたします。私もこの高校への取組についてお伺いしたいと思っていた

ところです。来年度の評価として、全高校に「社会への扉」を活用して消費者教育をすることは素晴

らしいことだと思っております。学校の先生たちが何の教材を用いたらいいかというようなことをよ

く伺いますので、まずは「社会への扉」を用いて、そしてプラスに東京都の効果的な教材を足すとい

うお話でしたので、今回モデル的にやった高校においてどういったところが不足があるかなど、例え

ば「社会への扉」は非常によくできているけれど、ここのところはやはり都の教材で足していかな

きゃいけないとか、具体的なところまで出ているのかというところをお伺いしたいと思います。 

 というのは、現場の先生が「社会への扉」は非常によくできている資料ではあるけれど、どういう

ふうに使っていいかわからないというような声も聞きますので、その辺がモデル授業をやったことに

よって、何か見えてきているところがあればお伺いしたいと思います。 

○高校教育改革担当課長 失礼いたします。教育庁指導部高校教育改革担当課長の小林でございます。 

 今回、消費者教育推進校を３校指定いたしまして、具体的には、都立忍岡高等学校、都立杉並高等

学校、都立八王子拓真高等学校、この３校におきまして、７回、通算９回の授業を行い、この「社会

への扉」の活用を含めて消費者教育に焦点を当てた授業の実践研究を行いました。 

 実践した教科等としては、家庭基礎が多かったんですけれども、総合的な探究の時間、あるいは特

別活動、つまりホームルーム活動、それから東京都独自教科「人間と社会」でやったりということで、

いろんな教科でやっていただきました。 

 それで、「社会への扉」は、内容的に多岐にわたっていて、わかりやすい冊子になっております。

かなり使っていただいたんですけれども、先生方の御意見としては、大きく分けると２つです。非常

に使いやすいという声が圧倒的に多いんですけれども、例えば家庭科の消費生活と環境とか、消費生

活と生涯を見通した経済の計画などの単元におきましては、やや内容が簡単であるという意見も少数

ですがありました。高校の家庭科の中だと、もう少し踏み込んだ教材などもあったほうがいいかなと

いうことで、そうすると、東京都消費生活総合センターの教材であるとか、さまざまなものを併用し

てやっていくということが重要であると感じています。もちろん生徒の興味、関心などもありますし、

１年間の最初のところでやるのか、それとも１年間の中で学習が進んできたところでやるのかによっ

ても、扱い方は変わると思います。 

 現在、この３校の授業の総まとめとしまして、３月１９日に、消費者教育推進校成果報告会という

のを３時半から東京都教職員研修センターで実施しますので、詳細につきましては、そちらのほうで

報告する予定であります。 

 以上でございます。 
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○越山部会長 ありがとうございます。 

 あと何か。はい、お願いします。 

○柿野委員 御説明ありがとうございました。昨年度と比較すると、学校教育の内容がすごくよく見

えるようになっていて、充実が図られていることを感じる御報告でした。 

 今の「社会への扉」を使った指定校を今年度されているという話の中で、簡単過ぎるという話は初

めて聞きました。多くは、契約クイズの内容が難しいという意見や、冊子に掲載されている内容をど

こまで扱えば十分なのかという質問をよく受けるのですが、レベルの高い学校も都内にはあるという

ことだと思いますので、その場合には、東京都でも以前から優れた教材をたくさん作られておられま

すので、そういったものを活用していただくといいのかな、と思いました。 

 関連して１つ質問があるのですが、私立の学校で「社会への扉」をどのように広げていくのか、と

いう点について、何か来年度の計画などがありましたら教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

○活動推進課長 消費生活総合センターの活動推進課長の馬渕と申します。いつもお世話になってお

ります。 

 「社会への扉」というのは国のものですので、消費生活総合センターとして作成し、学校に提供し

ている教材の活用ということで、お答えしたいと思います。センターには、来年度、審議会でいただ

いた答申内容を踏まえ、コーディネーターを配置いたします。来年度は重点的にまずは、都立高校さ

んとの連携を強化していきたいと思っております。その後、段階的に私立高校さんのほうにも働きか

けていく予定です。 

 私立高校さんですと、団体さんもありますので、理事会ですとか、あるいは２００弱くらいある学

校での地域ごとに構成しているブロックごとの会議等でと考えております。そのような機会にセン

ターの教材の活用周知と共に、センターが実施している出前講座の御案内も差し上げたいと思ってお

ります。 

○企画調整課長 先程、来年度、庁内の連絡会議を設置するという御説明をしましたが、この連絡会

議は、消費生活部門と学校教育部門の職員がメンバーとなります。学校教育部門には、都立高校、私

立高校を担当する職員もメンバーとなりますので、消費者教育に関する情報提供ですとか、効率的な

事業の周知方法等について、検討を進めていきたいと考えております。 

○阿部委員 ありがとうございます。私立高校のところは、お話が前にもあったと思いますが、フ

リースクールなどの学校とか団体にもそういう働きかけを是非していただきたい。来年度から設置予

定のコーディネーターの方がいて、働きかけができるのであれば、広げていっていたただきたい。最

初の年度は大変かもしれませんけれども、それも有効な活動だと思いましたので、御検討いただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。 

○越山部会長 非常にいい御指摘だと思います。確かにそのとおりだと思います。 

○活動推進課長 御意見ありがとうございます。フリースクールについては、学校教育法では学校で

はないかとは思いますが、広い意味での教育関係機関の１つとして、周知が必要ではないかと考えて

おります。来年度、すぐに着手できるかどうかは、今のところお答えできないんですけれども、念頭
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に置きまして、今後、周知を検討していきたいと思います。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 はい、お願いします。 

○洞澤委員 ２つ程ちょっとお伺いしたいんですけれども、１つとしては、成年年齢の引下げという

ことで、大分世間一般でも言われるようにはなってきているかなとは思うんですけれども、実際学校

の現場の先生方、あるいは生徒さんたちに、今どれぐらいこれが浸透してきている状況なのかなと

いったあたりが、どうかなというところと、それから、先程「社会への扉」の話が出ていたかと思う

んですが、あれは教材の部分と、それから先生が参考として使っていただく部分というのが２つあっ

たかと思うんですけれども、先生方が参考として見ていただく部分について、結構いろいろ盛りだく

さんなことも含まれた内容だったかなと思うんですが、そちらの使い勝手というか、そういったとこ

ろ、先生方がもしこういうところがあったらもっといいのになみたいな、もし御意見があったようで

あれば、お聞かせ願えればというふうにちょっと思ったんですけれども。 

○高校教育改革担当課長 教育庁です。私も何校か授業を拝見して、いろいろ意見をいただいたんで

すけれども、先程簡単であるという話があったんですが、補足させていただきますと、家庭科の授業

におきましては、恐らく「社会への扉」のどこかのページの１０行位が、あるいは５行位が今日の１

時間のテーマとなるんだと思うんですね。そうすると、５行位の説明だとちょっと足らないというか、

授業においては、そこに先生方が補充プリントだとかいろんなものをあわせて使っていくということ

になると思います。しかし、家庭科の先生ではないほかの教科の先生方が、ホームルーム活動等で活

用するというふうになったときには、非常にわかりやすくて使いやすいと聞いております。 

 都立高校も非常に多様なので、来年度１年間、全部の学校でやってもらって、恐らく多様な意見が

出てくると思いますし、その中からどこを拾って改善していくのかというところも課題だと思います。

令和２年度入学生は１８歳で成人になる生徒たちですが、１８歳になったら大人になるという実感が

伴わない状況で入学してくると思いますし、先生方も高校在学中に成年になるという初めての経験で

すので、手探りな状態ではあります。とにかく、現在においても消費者教育は、高等学校においては、

家庭科の中で単元があって、全員その部分は必ず学習することになっておりますし、それから公民科

でも関連した分野がありますので、何も教わらなかったということはない状況ではあります。それを

社会でも活かすということが大切だと思いますし、そのためには家庭科の教科だけに任せておくとい

うことではなくて、学校全体で取り組むということがこれからは非常に重要だと思っていますので、

まずはこの３校の取り組みをまとめたものを全部の都立高校にしっかりと伝えていきたいと思ってお

ります。 

○越山部会長 ２０２２年度から１８歳で成人になるにあたっての消費者教育は、実際には１８歳に

なる前の１７歳の時点で、効率的に必要な知識などを伝えなければならないと思われます。その意味

で、もう少し具体的な計画で、学校教育の中での取組が重要になると思われます。そのことに関して

ですが、４月位からとか夏休み位から始めますとか、最低３回くらいは座学で講習しますよとか、そ

のあたりの何か計画や予定など、よろしければ教えていただけますでしょうか。 

○高校教育改革担当課長 各学校の学習計画というのは、学校の校長が定めるものになっております。
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都立高校は多様ですので、何回やるとかそういうものは、各学校に任されています。 

 ただ、教育庁としては、今回国が作成した「社会への扉」を必須のコンテンツとして活用して、家

庭科だけではなくて、どの教科、あるいは特別活動でも結構なので、どこかで必ず実施するよう計画

を立ててくださいという形で指導していく予定でございます。 

○越山部会長 高校２年生のころということでしょうか。 

○高校教育改革担当課長 １年生から。 

○越山部会長 １年生ですか。 

○高校教育改革担当課長 １年生からやっていくということになります。あと、今まで家庭科を３・

４年生で置いていた学校もあったんですけども、それは教育課程を変えてもらって、１年生又は２年

生で必ず家庭科を学ぶ形での教育課程の改変も行っているところでございます。 

○越山部会長 すみません。いろいろお伺いしまして。 

 家庭科の授業を利用するのですね。 

○柿野委員 男女必履修で、高校で言えば、消費生活の部分は１年生、２年生のうちに学習するよう

に決められています。科目としては家庭基礎という２単位の内容を扱っている学校が多いので、時間

数が十分にある訳ではない、という現状です。 

○越山部会長 御助言ありがとうございます。基本は家庭科ということですね。 

○阿部委員 今、違う学科でやる学校もありますよね。 

○柿野委員 ありますよね。公民科でも扱います。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

○柿野委員 すみません。 

○越山部会長 はい、お願いします。 

○柿野委員 今、高等学校の話が中心だったんですが、今年度小中学校における消費者教育の推進で、

法に関する教育推進校を設置されている、というのもまた素晴らしいと思います。 

 私自身は、推進校の１つである荒川区立第五峡田小学校に行かせていただいていて、実は明日も学

校に行かせていただく予定です。年度当初、消費者教育の考え方や進め方について校内研修会で先生

方にお話をさせていただいて、秋ごろには研究授業を拝見して助言をさせていただきました。明日は

今年度のまとめと来年度の計画ということで、私のほうからお話をさせていただく予定です。このよ

うな学校単位での消費者教育の事例が積み重なっていけば、ほかの学校にとって参考になるので、素

晴らしいと思います。 

 今の高校の、部会長からのお話で、高校３年生にやるのでは遅いと、１年、２年生にやるのが重要

だという趣旨の御発言があったと思うんですけど、高校生よりも早い発達段階の小学校、中学校のと

ころから、段階的に進めていって、そして成人を迎えるというような流れが、やはり必要だと思いま

す。 

４月から小学校の学習指導要領がスタートしますが、家庭科では「社会への扉」のＱ１、Ｑ２に該

当する問題が、教科書の中に入ってきているんですね。売買契約の基礎ということで、契約は口約束
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で成立するであるとか、一旦結んだ契約は勝手にやめられない、なんていう内容が小学校に入ってく

るので、そういった内容を小学校で効果的に展開できるような指導案の開発だとか、教材の提供をこ

れからしっかりと考えていく必要があると思いました。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 コンテンツ的にはどうですか。大体満足されていますか、教材として。 

○柿野委員 新学習指導要領に対応した小学校の教材は、まだこれからかなという感じがいたします。

これまでも東京都では、スーパーでの買い物が疑似体験できる素晴らしいＷＥＢ教材を作成していま

すが、新しい視点での教材がこれから必要なのかなとも思います。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

 コーディネーターやコンシューマー・エイドなどの専門知識がある市民なども積極的に協力いただ

いていますが、十分な成果が得られていることと期待しています。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

 以前は、高齢者に対する契約の問題で、出前講座を非常に多く実施されていました。それらに加え

て、資料からは、この成年年齢の問題をかなり活動的にやっていただいているなということがよくわ

かります。とてもいいことだと思います。 

 気になるのが、会社の人、事業者等による、社会人向けの消費者教育の促進という点ですが、これ

だけ東京にたくさん会社があるのに、新入社員向けが５回と中堅社員向けが６回というのが実情のよ

うですね。一旦大学等を卒業して働いている人に何をどういう形で教育するのかというのも、今後の

一つの課題になるのかもしれないですね。 

 ほか、よろしいですか。 

 はい、お願いします。 

○末吉委員 ２番ってまだですか。エシカル消費。 

○越山部会長 エシカルはこれから移ろうと思っていた。 

○末吉委員 これからですね。わかりました。すみません。 

○越山部会長 お待ちかねのようなので。 

○末吉委員 いえ。 

○越山部会長 それでは、この（１）の主体的に選択・行動ができる消費者教育の推進、特に成年年

齢のお話がメインになっておりましたが、このあたりについての本年度の取組に関しましては、質疑

応答時間は一応ここまでとさせていただいてよろしいでしょうか。 

 それでは、（２）の持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進のほうに入らせていただけれ

ばと思います。 

 本年度の活動内容に関する部分で、もう少し詳しく知りたいなどの御意見も含めまして、何かござ

いましたら御質問などでも結構ですので、よろしくお願いいたします。 

 お願いいたします。 
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○末吉委員 御説明ありがとうございます。昨年度に比べると、今年度の取組が、エシカル消費にお

いては随分と数が増えており、動画の視聴回数なども増加し、チラシなどの配布の数も多くなってい

て、非常に頑張っていただいてありがたいと思っています。 

 私からは、１つお伺いしたいことがあります。都内の大学７４大学１０１キャンパスで、グッズ、

チラシの配布をなさったということですけれども、この啓発のための配布活動というのは、具体的に

どのように行ったのか、ただ単にチラシを配布してグッズを渡したのか、一人一人にきちんと説明を

しながらそういったことを行ったのか、あるいは大学には必ず売店や生協といったお店がありますの

で、そういったところと連携を図りながら啓発活動をなさったのか、具体的な内容をお聞かせいただ

けますか。 

○企画調整課長 今回の大学における普及啓発は、キャンパス内の書店や売店などで学生が商品を購

入した際にあわせてグッズやチラシを配布しております。また、売店には、デジタルサイネージがあ

る場合もありますので、ＰＲ動画を流したり、食堂や売店・書店にポスターを掲示したりしました。 

 商品購入時に、グッズとチラシを紙袋にあわせて入れてお渡ししていますので、その都度説明する

ということはしておりません。事業の効果測定という点においては、チラシにエシカル消費に関する

アンケートに御協力くださいといったようなＱＲコードを掲載しておりますので、学生がグッズやチ

ラシを見た感想や反応は、このアンケートの調査結果からわかってくるのではないかと思っています。 

○末吉委員 ありがとうございます。実際に学生たちは、アンケートに答えてくださったかという結

果はわかるんでしょうか。 

○企画調整課長 このアンケートは、現在、集計中になりますので、結果は、今後になると思います。 

○末吉委員 ありがとうございます。実は、我々エシカル協会でもずっとアンケートをとってきてい

るんですけれども、まだ途中の段階ですが、５，０００人から６，０００人位のデータを持っており

ます。今すぐエシカル消費をしたい場所というのがどこかと聞いたときに、若い人たちにおいては、

大学のキャンパスとか高校の売店とか、あるいは身近にあるコンビニという答えが非常に多かったん

ですね。 

 エシカル消費に関しては、理念や重要性を知った上で、実際にすぐ身近なところで実践できるお店

がないと広がらない話でありますので、事業者、例えば生協の皆様とか、食堂の皆様とか、そういっ

たところともうちょっと連携を図りながら進めていくのが、広がっていくキーになるのではないかと

思っています。 

 すみません、もう一点だけ。どういう基準で大学を選定なさっていったんでしょうか。 

○企画調整課長 エシカル消費の普及啓発は、段階的に進めていく必要があると考えております。初

年度は、普及啓発のツールを作っていこうということで、ＰＲ動画の作成やホームページの立ち上げ

などを行いました。２年目の今年度は、将来を担う若者へ積極的に普及啓発を図るため、若者が非常

に多く集まる場所として、大学キャンパスを選びました。来年度も若者が集まる場所での普及啓発と

いうのを考えておりまして、若年ファミリー層が集まるスーパー等での普及啓発を予定しております。 

○越山部会長 若者を対象にした啓発は大事ですね。エシカルの教育の面では、小中高生、最も消費

行動が盛んな大人、買い物をされる一般の方への理解を促すことは重要な点ですね。こういうエシカ
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ル消費に関連しても、都は様々な試行を率先的にやっていただいていると思いますが、それ以外に、

日本の違う都市だとか海外の都市での促進に関して何か参考になりそうなケースなど、補足やアドバ

イスがございましたら、お願いしたいのですが。 

○末吉委員 積極的に学校としてエシカル消費の教育に力を入れているところはいくつも出てきてい

ますが、フェアトレードスクールですとかフェアトレード大学、これは国際的な認証を持つ仕組みな

んですけれども、こういった仕組みの認定を受けている地域が割と活発です。今、日本では、静岡の

大学と札幌市にある２つの大学がフェアトレード大学に認定をされています。これは、学生たちが主

体となって、フェアトレードやエシカル消費を普及啓発、そして拡大していくという動きです。実は

静岡市も札幌市もフェアトレードタウンに認定されている都市ですので、フェアトレードタウンなる

ことで、よりその地域の高校や大学での挑戦が始まるのではないかと。もう少しこのフェアトレード

スクール、大学が広がっていくといいなと思います。イギリスでは、今１７０ぐらいの大学がフェア

トレード大学になっていて、フェアトレードのことを学ぶサークルがあったり、授業があったり、当

然そういった消費がキャンパスの中でできるようになったり、制服がフェアトレード、オーガニック

コットン、エシカルな素材に変わったりですとか、いろいろな動きがあります。 

 スウェーデンとか北欧のほうは、よりこういった動きが進んでおりまして、それも一つは、自治体

が公共調達の中でエシカル消費の視点を入れて調達を行っているからです。例えばですけれども、自

治体が経営をする老人ホーム、保育園とかそういったようなところの給食が全部有機栽培に変わった

りとか、そういうような動きもあります。またこれは少し別のテーマかもしれませんけど、色々なこ

とが起きています。 

○越山部会長 はい、ありがとうございます。 

 以前の議論で、都内にもエシカル消費を促進するようなお店などが増えたらいいかも、というよう

な議論があったような気がしましたが、そのあたりは何か補足はございますか。 

○末吉委員 そうですね。我々もエシカルな消費をしていくためには、事業者の方に頑張っていただ

かないと、ということで働きかけをしてきておりまして、現段階では、昨年度に比べれば、そういっ

た思いを持つ企業、小売の方たちが少しずつ増えてきたかなと。といいますのも、ＳＤＧｓを実践す

るためにも、このエシカルなものづくりを積極的に事業者も取り入れていかないことには、資源の枯

渇ですとか、持続可能な経営ができないというような判断をする企業が大分増えておりますので、そ

れは大企業だけではなく中小企業も少しずつ取り組んでくださっているというように思います。 

 後程ちょっと申し上げようと思っていたんですけれども、とても大事なのは、やはり私たち消費者

が事業者に向けて声を届けるということだと思うんですね。どういう製品、商品が欲しくて、あるい

はどういうものは手に取りたくないというような声を届けることが重要であると思っています。そう

いう声をもとに、事業者も変わっていっている例が幾つもあります。つまり、事業者自ら変わってい

くというよりは、お客様、消費者からの声を受けて変わっていっていく、あるいはエシカルなものを

作り始めていく企業が増えています。消費者教育の中で、事業者にどうやったらうまく声を届けるこ

とができるのかというような方法ですとか、効果的にどうやったら事業者を動かすことができるのか

というようなことを伝える情報ですとかツールというものも作ってみてはどうかと思っています。 
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 すみません。今年度の話ではなくて申し訳ないんですけれども。 

○越山部会長 このことに関して、東京都のほうで何か促進のための試行などをされている。又は計

画している点がございましたらお教えいただけますでしょうか。 

○企画調整課長 これまで私どもでは、エシカル消費の理念の普及に取り組んでまいりました。買い

物する時や買い物以外でもできる行動例などをホームページやチラシなどで紹介しています。 

来年度は、消費の場であるスーパーでエシカル消費の普及啓発を予定していますが、例えば、スー

パーの協力を得て、エシカル商品のコーナーを作ってみるといった取組も進めていけたらと考えてお

ります。 

○越山部会長 はい。いいですね。 

 それでは、この（２）の持続可能な社会の形成に貢献する、エシカル関係の部分に特化した部分で

すけど、このあたりに関しましては、ほかに何か御意見等は。 

 はい、お願いします。 

○柿野委員 もしわかれば教えていただきたいのですが、先程調査をされているということで、全世

代平均で知っている、言葉を聞いたことがあるというデータを教えていただきましたけど、年代別で

違いがあったのかどうかという点について、わかれば教えてください。 

○消費者情報総括担当課長 年代別で数値を取っておりまして、今回１８歳から、１８歳、１９歳、

また２０代、３０代ということで調査をしたのですが、知っていると答えた人が１８、１９歳では５．

２％、２０代では１３．２％、３０代では１２．２％、４０代では９．７％、５０代では８．９％、

６０代では９．７％、７０歳以上では１１．６％ということで、全員、標本数は３，０００人という

ことになっておりまして、２０代から７０歳代までは、それぞれ４８４人が標本数になっておりまし

て、１８、１９歳のみ９６人という数になっております。 

 あと、今はエシカル消費の認知というところの回答についてだったんですけれども、あわせて、消

費行動が社会、経済、環境等に影響を及ぼす可能性の認知ということもやっておりまして、エシカル

消費の認知を尋ねた後に、日常生活で心がけていることはありますかというふうに尋ねています。 

 １４の消費行動を例に挙げて、実際には答えを、回答をもらっているのですけれども、それで、日

常的に心がけていることがないと回答した人は１０．４％だったので、９割の人が何らかの１４の行

動を心がけているということになっておりまして、一番トップだった割合の行動が、買い物に袋が必

要な場合はマイバッグを持参するということで、６６．３％ということになっております。トップ３

を申し上げると、食べ残しを減らす、食品ロスの削減が５８．４％、必要な食品を必要なときに必要

な量だけ購入する、食品ロスの削減が５１．９％ということになっております。 

 これらにつきましては、東京くらしＷＥＢで本日発表いたしましたので、トップページの新着情報

からも御覧になっていただけます。より詳しいデータが掲載されておりますので、御覧いただければ

と存じます。 

○柿野委員 ありがとうございました。活用させていただきます。 

○越山部会長 それでは、政策の１のほうに入っていきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、政策１の消費者被害の未然防止と拡大防止の、ここは（１）と（２）がございますけど、
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併せてで結構ですので、本年度の取組について御意見等をいただければと思います。ここがちょうど

さっきあったビデオのところですよね。 

○洞澤委員 先程拝見したビデオのところの話になるんですけれども、資料だと若者参加型事業の

ショートストーリーの応募件数が２６５件というふうにあるんですけれども、その応募の年齢層みた

いなものというのは、どんな感じなんでしょうか。 

○活動推進課長 まず、年齢層ですけれども、御応募いただいた方は、２０代後半が多かったように

思います。この事業自体は、学校ですと、高校から大学まで個別にチラシを配布するのと同時に、一

般都民に向けても、くらしＷＥＢですとか、専用の特設サイトで周知しているという状況になります。 

 なお、最優秀作品の伍長さんという、先程一番最後に見ていただいた紙芝居ふうの動画ですが、こ

の方は、シナリオも御自分で作られて、動画も御自分で応募されたということで、非常によくまと

まっている作品だと思います。 

○阿部委員 この事業にどんな作品が集まるんだろうと思って楽しみにしていました。私は東京都の

啓発のＤＶＤ等は、たくさん活用させていただいていて、非常に使いやすいものであると思っていま

す。今までのＤＶＤだと、例えば最初のエステのところなんかは、「こうなったときにどうしますか、

消費生活センターの案内等」となるのですが、公募作品ではその後、エステティシャンの目という視

点での作成をされていて、本当にびっくりしたというか、こういう形で続けて見るとまた違う視点、

感性でこのように見せていけるんだというので、本当に驚いたのと同時に、若者の目なのかなと思い

ました。こういった作品を是非是非活用していけたらなと思い、例えば大学のデジタルサイネージで

流すとか、５月の消費者月間とか、高校だったら授業などで流してくださいみたいな形でできるとい

いと思います。大人が作成したものより、若者が自分たちで作ったものを見るのでは、何か随分違う

んじゃないかと。それで、じゃあ次は、自分たちのクラブ活動などでこういうものを作ろうかという

ような、消費者意識がより目覚めるのかなと、すごくいいと思いました。 

 というのは、先日啓発講座をしたときに、「消費生活センターを知らない」、「消費者被害がわか

らない」と言われた子がいて、説明を聞いて、定期購入とかが消費者被害だったんだというような、

本当にびっくりするようなこともあったんですけども、そういうような子たちにも、こういうＤＶＤ

で、ちょっと大学の中で見られると被害事例が分かり良いと思いました。 

 あと、「東京くらしねっと」で、前に私、こちらでこれを知っている人を、講座で伺うと非常に少

ないですよと、配布等をもっと検討したらどうですかみたいな意見を言ったことがあったんですけど

も、先日見守りの啓発講座でこれがとても好きだという方に出会いまして、楽しみに読んでいるとい

う方たちがおられて、やはり啓発も続けていくと実を結んでいくんだというのをしみじみ感じました。 

 やっぱりそれと同じように、若者に対して、東京都はＳＮＳ関係もかなり充実されてはいるんです

けども、なかなかそこに入って来られないという事実もあるかと思いますので、こういったビデオな

どが、もっと簡単に見られる方法があればいいかなと思います。 

○越山部会長 ほか、何かございますでしょうか。 

 はい、お願いします。 

○洞澤委員 これは、ちょっと今後の話とも絡んでくるのかなと思うんですけれども、先程令和２年
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の予定といったところで、若者の情報の入手の実態ニーズを把握してというような御説明があったと

思います。それはすごく重要だなというふうに思っておりまして、先程阿部委員もおっしゃっていま

したけれども、若者が共感できるものをできる限り広く普及させていくということが消費者被害の未

然防止といったところでも、非常に重要かなというふうに思っております。そうだとすると、若者が

どういったところからその情報を受け取るのが一番効果的なのか、あるいは受け取るということだけ

ではなくて、発信された情報が自分事として共感を持って受けとめられるというようなところが非常

に重要かなというふうに思っております。 

 なので、どういう手段が有効かといったところと、若者自身から発信してもらう情報というものを

うまく活用していって、大人の感性で作るものではなくて、若者の目から見て、若者に訴えかけるよ

うな形で、消費者被害というものが何なのかというところを伝えていけるような形が取っていけたら

いいのかなというふうに思います。 

 私もほかの方から聞いた話なんですけれども、消費者被害というのがそもそも何なのかということ

を知らないというような若者が非常に多いと。場合によっては、消費者がクレームを言うのが消費者

被害などと、完全に誤解ではあるんですけれども、そういうふうにすら考えている若者がいるという

こと自体が、やはりゆゆしき問題かなというふうにも思いますので、そういう意味でも消費者被害と

いうものが一体何なのかといった辺りのところをきちんと適切な形で伝えていくということは重要か

なと思いました。 

 すみません、以上です。 

○越山部会長 洞澤先生、先程のビデオの契約は、未成年者取消の対象になる契約なんですか。 

○洞澤委員 ＤＶＤにあったようなやつですか。もちろん未成年者ということであれば、親の同意が

なければ取り消すことはできるということになります。ただ、ああした被害の場合には、要は親の同

意があったかのような形で書面が取られているというパターンが多かったりするものですから、そこ

をどういうふうに対応していくかということは、ちょっと１つ大きな問題ではあるんです。こういう

場合、事業者のほうから誘導されてそういう、実際には同意は得ていないのに、同意を得たかのよう

な外形を作られてしまったり、あるいは子供、若者がやることなので、やっぱりその契約をどうして

もやりたいというような思いがあると、自らちょっとそういう親から同意を得たかのような体が作ら

れてしまうといったようなこともあって、そこがやっぱり解決といったところでは、すごく未成年者

取消権の行使の１つ難しい問題にはなっているかなというふうには思います。 

○越山部会長 すみません。どうもありがとうございます。 

 そろそろ時間も押してまいりましたので、この件、それからその後の子供の事故、セーフティグッ

ズの関係の取組、私も協力させていただいていますが、それらはどれも適切に実施されていると思っ

ています。 

 それ以外に、見守りによる消費者被害の防止と早期発見に関してですが、これも以前から重要な

テーマでしたが、継続的に多くの出前講座もやっていただいています。これらに関してでも結構です

が、何か御意見等はございますでしょうか。 

 それでは、もう時間もほとんどなくなってまいりましたので、資料６の本年度の取組に関しまして、
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何かございますでしょうか。今の説明があった部分に加えて、ゴシックで書いてあるところがさらに

強化していきたいという箇所になります。 

 この令和２年度取組予定に関しまして、何か御意見等がございましたらお願いいたします。 

○末吉委員 また（２）のエシカル消費のところなんですけれども、まず１つは、やはり事業者に向

けての教育というのもとても重要であるというふうに思います。これは個人的な意見ですけれども、

事業者の方がそういったサービスや商品を通じて、消費者の教育者にもなれるんだということもある

と思いますので、今年度、割と回数が少なかった事業者への出前講座というのをもう少しエシカル消

費の観点で増やしていってもいいのかなと思います。 

 あともう１つは、消費者被害の防止のための若者たちからの公募ストーリーの動画ですけれども、

私もこれを拝見して、とてもおもしろい取組だなと思いました。 

 なので、エシカル消費に関しても、公募で動画を受け付けるのはどうでしょうか。といいますのも、

私たち団体にも都内の高校生だけではなくて、全国の高校生がこういう動画を作りましたと送ってき

てくれたりするんですね。若い人たちの視点を持ってエシカル消費を伝えていくような短い動画なん

ですけれども、それぞれの切り口がおもしろくて、私たち大人がそういうものを作って押しつけると

いうよりは、若い人たちの視点でそういうものが作られたりすると、もしかしたら広まりが大きいか

もしれません。１つのアイデアですけれども、この公募ストーリーを参考に、何かできることがある

のかもしれないと思いました。 

 あと、最後に一点ですけれども、先程も委員からもお話があったと思うんですけど、フリースクー

ルの子供たち、オルタナティブスクールなどに通っているような若い人たちも、当然消費者ですし、

ＳＤＧｓの誰一人取り残さないというテーマからいっても、そういう子供たち、若者たちも入ってき

てもらえるような、あるいはそういうところにもリーチができるようなことが何かできたらいいので

はないかと思っています。 

 すみません、以上になります。 

 ごめんなさい。もう一点だけありました。申し訳ないです。 

 最後もう一点。先程お話しいただいたエシカル消費に関するアンケートですけれども、エシカル消

費を知っているという数字、結果を見ても、７０代以降の方は随分パーセンテージが大きいですよね。

そういった御年配の方たちが若者たちと一緒に活動して広めていっていただけるように、もう少し世

代間を飛び越えて皆さんが繋がれるようなイベントですとか、シンポジウムですとか、そういった機

会を作っていくのも非常に重要であると思います。 

 普段活動しておりまして、世代間格差ですとか、世代間の価値観の違いというのを非常に大きく感

じます。それぞれの年代がどういうことを考えているのかというのをわかり合えるような、対話がで

きるような場面というのも作っていったらいいのではないかなと思います。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございました。 

 それでは、先程からの議論の中で、成年年齢のお話の中で、学校教育の重要性が、前々から指摘さ

れており、都のほうも積極的に実施されていることはよくわかったこともございます。最後になって
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大変恐縮ですが、後藤様、コメントなどがございましたらお願いしたいのですが。 

○後藤専門員 ありがとうございます。本当に高校なんかですと、都内の私立に通っている生徒とい

うのは、約６割と言われていまして、公立の都立よりもはるかに多い人数が私立に通わせていただい

ています。いろいろ最初のテキストの話とかも、お配りいただき、それぞれやらせていただいていて、

大変ありがたいなと思っております。 

 一方で、先程もフリースクールの話が何回か出てきておりますけれども、最近は、都の中学を卒業

して、都に住んで消費活動をしている生徒が通信制高校を選択するケースが非常に伸びています。通

信制高校、要はオリンピックに参加するようなスポーツを目指されている方も通信制を選択して、そ

れで自分の時間を作ってということが結構報道されていまして、スケートの非常に有名な選手の方な

んかもそうですけれども。なので、自分が何かやりたいことが本当にあるお子さんで、通信制高校を

選ぶという方も非常に多くいらっしゃいます。 

 その場合、通信制高校は、当然都内にある訳ではなくて、他県の高校の通信から通信教育を受ける

というケースもありますので、非常に今教育の現場も多様化していますので、是非そういうところも

酌んでいただければと思います。ありがとうございます。 

○越山部会長 難しい側面があるんですね。はい、御意見等ありがとうございます。 

 続きまして、先程から主に契約のお話に関するビデオ啓発などの紹介もございましたが、その辺も

含めまして、金融広報委員会の福山様、何かコメント等がございましたらお願いいたします。 

○福山専門員 あまりビデオに対しては見識はないんですけども、ちょっと一応私どもは金融教育を

進めている団体でございますので、私どもの活動が何か参考になればということで、若干御紹介させ

ていただきます。質問とか意見では全くございません。 

 先程高校について、何校でしたっけ、私ども広報委員会では、金融教育研究校という制度がありま

す。これは、幾ばくかの助成金を提供して金融教育を進めていただく。もちろんその中には消費者教

育も含まれております。 

 今、やはり１８歳成年年齢引下げということを念頭に置いて、高校生に取り組もうということで、

その研究校を今３校、来年度はやっていくんですけども、そこで選んだ学校は、普通校、普通科だけ

ではなくて、まさに通信制であり定時制でありました。そういうところに今から準備していただくと

いう観点で、今取り組んでいただいているんですね。 

 ですから、まだ大学に行って、その法律、法学を学ぶまだ余地があるかもしれない子たちよりも、

まさにこれが本当の最後のチャンス。学校で網をかけて教育できる最後のチャンスであるという可能

性がある子たちに対して、そして通信制のような、今おっしゃったような、話があったような論点が

ある子たちですね。そういう本当にもう、恐らく卒業したら社会に出てという子たちに、モラトリア

ムがない子たちに対して取り組んでいくという観点を私どもは持ってやっているところであります。

そんな視点があったら、またより広がりが出るのかなというふうな思いです。 

 何ていうかな、教材を見て簡単だと思う子たちは、それはそれでもう結構なことでありまして、実

際私もその通信制とか定時制とかの授業を聴講しますと、やっぱり学校の差はすごく大きいと思いま

す。むしろそういった同じ教材を見て難しいと思う子たち、手が止まってしまう子供たちですね、
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ノートをとれない子供たちに対して、どうしていくかという視点は大変重要じゃないかというふうに、

自分でやっていて実感したことでございまして、御紹介をさせていただきました。 

 それから、出前寄席というやつですね。東京都金融広報委員会も出前授業をしています。その出前

授業をする講師の研修会で、この間出前寄席を聴講させていただきました。これは何かというと、い

わゆるいろんな消費者教材、教育、消費者被害のネタですね、事例集の紹介をいかにわかりやすくや

るか。それから、やっぱり一種の話術ですね。講師ですから話術を学ぼうという観点で、私は試しに

やってみたんですけども、大変サービス精神あふれるプレゼンテーションがあって、好評でありまし

た。 

 そういう意味で、教える側に対しての教育という観点からも、出前寄席みたいな、ああいう本当に

勉強している人たちのパッションのあるお話というのは、役に立つかなというふうに思っています。 

 あと、エシカル消費に関して言えば、これはあまり関係ないかもしれないですけど、私どもでいろ

いろイベントをするときに、頒布品を配っています。最近はエコバッグを作りました。あんまりやる

と民業圧迫になるのでよろしくないんですけど、そんなこともやっています。 

 最後にもう一つ、ここに「くらしねっと」ですね。これ、ちらっと１ページ開いていきますといき

なり出てくるのが、今回は「金融商品の後悔しない選び方」というやつなんですけど、これを書いた

のは、日銀情報サービス局の企画役、私と同様の企画役でございまして、こんなこともやっています。

竹内が一生懸命書いたので、是非、すみません。御覧いただければありがたいし、活用いただければ

というふうに思っています。 

 以上でございます。 

○越山部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、司会の不手際でぎりぎりになってしまいましたので、ここで本日の議論は終了させてい

ただければと思います。 

 後程、今日のいただいた御意見等を踏まえまして、事務局のほうで検討可能な部分はどうぞ御検討

いただければ幸いと存じます。 

 それでは、さまざまな意見、どうもありがとうございました。最後に事務局から何かございますか。 

○企画調整課長 本日はありがとうございました。いただきました御意見を踏まえまして、今後の施

策を推進してまいりたいというふうに考えております。 

 なお、今期の協議会は、本日が最後の開催となります。委員の皆様には、お忙しいところ、これま

で御協力をいただきまして誠にありがとうございました。 

 事務局からは以上になります。 

○越山部会長 それでは、結果的に時間がちょうどになりました。これをもちまして第２回消費者教

育推進協議会を閉会させていただければと思います。 

 本日はどうもありがとうございました。 

午後４時００分閉会 


